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資料４－１別紙

バイオマス活用推進基本計画（たたき台）

はじめに

第１章 バイオマスの活用の推進に関する施策についての基本的な方針

１ バイオマスの活用の推進の必要性

・ 我が国の農林水産業を取り巻く現状や地球温暖化等の課題に対応する

ためには、バイオマスの活用の推進、拡大は極めて重要な課題。

、・ 地域に賦存するバイオマスを総合的かつ計画的に活用することにより

、 、 、地球温暖化防止 循環型社会の形成 産業の発展及び国際競争力の強化

農山漁村の活性化等に寄与。

２ バイオマスの活用の推進に当たっての基本的視点

(１) 総合的、一体的かつ効果的な推進

・ 製品の原材料及びエネルギー源として最大限に利用することができる

よう、総合的、一体的かつ効果的に活用。

(２) 地球温暖化の防止に向けた推進

・ 温室効果ガスの排出抑制並びに吸収作用の保全及び強化を促進し、地

球温暖化を防止。原料の生産、変換、輸送等を含めたLCA(Life Cycle

。Assessment)での温室効果ガスの排出削減効果の評価の仕組みを構築

(３) 循環型社会の形成に向けた推進

・ 廃棄物、副産物等であるバイオマスの利用を促進することにより、

、 。廃棄物の発生を抑制し 資源が有効活用される循環型社会の形成を推進

(４) 産業の発展及び国際競争力の強化への寄与

・ 新たな事業の創出及び就業機会の増大並びに技術の研究開発及びその

成果の普及等が図られることにより、産業の発展及び国際競争力の強化

に寄与。

(５) 農山漁村の活性化等に資する推進

・ 農林水産業の持続的かつ健全な発展及び農山漁村の活性化が図られる

ことにより、我が国の農林水産物の供給能力の維持向上及び農林水産業

の多面的な機能を持続的に発揮。

(６) バイオマスの種類ごとの特性に応じた最大限の利用

・ バイオマスをまず製品の原材料として、最終的にはエネルギー源とし

て利用するなど、バイオマスの種類ごとの特性に応じて最大限に利用。



- 2 -

(７) エネルギーの供給源の多様化

・ バイオマスをエネルギー源として利用することを促進するため、十分

な経済性・供給安定性を確保するための取組を推進し、エネルギー資

源の乏しい我が国におけるエネルギー供給源の多様化に寄与。

(８) 地域の主体的な取組の推進

・ 地域ごとに自然的経済的社会的諸条件が異なることから、各地域によ

る創意工夫を生かした主体的な取組の促進。

(９) 社会的気運の醸成

・ バイオマスの活用は国民の理解と協力を得つつ推進されるべきもので

あることから、バイオマスの利用に自主的かつ積極的に取り組む社会的

機運を醸成。

(１０) 食料の安定供給の確保

・ 食料は人間の生命の維持に欠くことができないものであり、食料の安

定供給の確保に支障を来たさないよう推進。

(１１) 環境の保全への配慮

・ 生活環境の保全、生物の多様性の確保その他の環境の保全に配慮。

第２章 バイオマスの活用の推進に関し、国が達成すべき目標

・ バイオマスの活用の推進に当たっては、その利用や効果を現実的なもの

とするために、バイオマスの利活用の現状を踏まえつつ、国として達成す

。 、 、べき目標を具体的に設定するものとする その際 国際的な動向を踏まえ

原料の生産、変換、輸送等を含めたLCAでの温室効果ガスの排出削減効果

の評価の活用について十分に考慮する。

※具体的な目標項目、目標数値等は、今後検討

第３章 バイオマスの活用の推進に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき

施策

・ バイオマスの活用については引き続き政府が積極的に推進する必要が あ

り、政府としてバイオマスの利活用に係る総合的かつ計画的な施策を講じ

ることが重要。

１ バイオマスの活用に必要な基盤の整備

・ バイオマスの生産、収集、流通、利用等の各段階が有機的に連携し、経

済性が確保されたシステムを構築することができるよう、既存施設の有効

活用や各地域に分散して配置される小規模かつ効率的な施設の整備等を行

う。
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２ バイオマス又はバイオマス製品等を供給する事業の創出等

・ バイオマス又はバイオマス製品等を供給する事業及びその関連事業の創

出及び健全な発展並びに国際競争力の強化を図るため、事業基盤の強化、

バイオマス及びバイオマス製品等の生産及び流通の合理化等を行う。

３ バイオマス又はバイオマス製品等の需要の創出

・ バイオマス又はバイオマス製品等の需要の創出・確保を図るため、こ

、 、 、れらを供給する事業者が行う 潜在的ニーズの調査・分析 技術の展示

実需要者となり得る主体との連携等の取組を支援する。

４ 人材の育成及び確保

・ バイオマスの活用に関する専門的知識を有する人材その他のバイオマス

の活用の推進に寄与する人材の育成及び確保を図るため、バイオマスの活

用に関する教育、研究及び普及の事業等の取組を推進する。

５ バイオマス製品等の利用の促進

・ 政府自らの事務及び事業に関し、バイオマス製品等の利用を推進すると

ともに、バイオマス製品等に関し、利用の意義に関する知識の普及及び情

報の提供、流通及び販売その他事業活動の円滑化、品質及び安全性の確保

並びに製造等に係る経費低減のための措置等を行う。

６ 民間の団体等の自発的な活動の促進

・ 事業者、国民又はこれらの者の組織する民間の団体が自発的に行うバイ

オマスの活用の推進に関する活動が促進されるよう、情報の提供、助言、

経済的支援等を行う。

７ 地方公共団体の活動の促進

・ 地方公共団体によるバイオマスの効果的かつ効率的に活用するための仕

組みの構築を促進するとともに、地方公共団体による地域の特性を生かし

たバイオマスの活用の推進に関する施策の適切な策定及び実施を確保する

ため、情報の提供等を行う。

８ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進

・ バイオマスの活用の推進を国際的協調の下で促進するため、バイオマス

の持続可能な利用に関する基準等の策定・普及、バイオマスの活用に関す

る研究開発の推進等のための国際的連携、開発途上地域に対する技術協力

等を行う。
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９ 国の内外の情報の収集等

・ バイオマスの活用に関する施策を総合的、一体的かつ効果的に行うこと

ができるよう、バイオマスの活用の状況の的確な把握に資するため、バイ

オマスの活用に関する国の内外の情報の収集、整理及び活用等を行う。

１０ 国民の理解の増進

・ 国民が広くバイオマスの活用に関する理解と関心を深めることにより

バイオマスの活用が促進されるよう、バイオマスの活用に関する教育及

び学習の振興並びに広報活動等を通じた知識の普及等を行う。

１１ バイオマスの活用に必要な技術の開発

・ バイオマスの活用を促進するため、研究・技術開発によりバイオマ

スの生産、収集・運搬、変換等の経済性の向上を図るとともに、食料

と競合しないセルロース系バイオ燃料の技術開発を推進し、またバイ

オマスを活用した新産業創出に必要な技術開発を行う。

第４章 バイオマスの活用に関する技術の研究開発に関する事項

・ バイオマスの活用に関する技術の研究開発に当たっては、バイオマス

の利用や利用することによる効果を現実的なものとするため、実需側の

ニーズを踏まえるとともに、経済性の確保に配慮して推進するものとす

る。

１ 効率の高い収集・運搬システムの開発・実用化

・ バイオマスの活用を促進するためには、バイオマスの収集・運搬を効率

的に行うことが必要不可欠であり、低コストでの収集・運搬を実現できる

技術や社会システム等について開発を促進。

２ 効率の高い変換技術の開発・実用化

・ バイオマスから製品やエネルギーを製造する過程における変換技術につ

いて、低コスト化に向けた効率の高い変換技術の開発を進めるとともに、

その技術の普及を促進。

３ 食料と競合しないセルロース系バイオ燃料の生産技術の開発

･ 食料と競合しないセルロース系バイオ燃料を、低コストで、かつ大量

に生産するための革新的技術の開発を促進。

４ バイオマス・リファイナリーの構築

・ バイオマスを原料として、多種多様な燃料や有用物質を体系的に生産す
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るバイオマス・リファイナリーを経済的に進めるための研究・技術開発や

社会システムの構築を推進。

５ バイオマスのカスケード的利用

・ バイオマスをその特性に応じて製品として可能な限り長く繰り返し利用

し、最終的にはその特性に応じた方法により燃焼させエネルギー利用する

といったカスケード的利用（多段階利用）を積極的に推進。

６ 他分野との連携、周辺技術の開発

・ バイオマスの活用に直接関係する分野や技術のみならず、関連する他分

野との連携や周辺技術の開発について促進。

７ バイオマスを活用した新産業創出に必要な技術の開発

・ バイオマスを活用したイノベーションや新産業を創出するために必要

な技術の開発について促進。

第５章 バイオマスの活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項

１ 多様な関係者の適切な役割分担と連携・協力の強化

・ バイオマスの活用に当たっては、原料の生産、収集・運搬、変換、製品

やエネルギーの製造、供給、利用まで多様な段階を経る必要がある。バイ

オマスを効率的に活用するために、これらの関係者について適切な役割分

担を図るとともに、関係者間の連携・協力を高めていく。

２ 政府が一体となった施策の推進

・ バイオマスの活用に係る技術開発や普及は国民や事業者等のみの努 力

だけでは困難な面がまだ多いことから、政府や地方公共団体が国民や 事

業者等と一体となって施策を推進していく。

３ 施策の推進状況の点検と計画の見直し

・ 政府や地方公共団体が講じる施策について、一定期間のうちにその推

進状況を点検するとともに、必要に応じて計画を見直す仕組みとする。

４ 地域単位の計画の策定(都道府県、市町村)

・ バイオマスは地域に薄く広く賦存する資源であり、都道府県や市町村

といった地域単位で効率的にこれを活用する地産地消的な取り組みが 推

進されるよう政府として支援していく。
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５ バイオマス・ニッポン総合戦略との関係

※従来のバイオマス・ニッポン総合戦略と本計画の整合性について記載

おわりに


